
1

９９－ＤＬ－３８０

１９９９年１１月３０日

地方自治体格付けの基本的な考え方　地方自治体格付けの基本的な考え方　地方自治体格付けの基本的な考え方　地方自治体格付けの基本的な考え方　No.3No.3No.3No.3
地方公営企業地方公営企業地方公営企業地方公営企業・第・第・第・第3333セクターと地方債格付けセクターと地方債格付けセクターと地方債格付けセクターと地方債格付け

　地方自治体の格付けを行うに際して検討すべきポイントは①地域の経済ファンダメンタルズ②地方自治体
の財政力③地方自治体と中央政府の制度的な関係─の3点であることは、これまで2回（5.27および7.29付け
弊社リリース）にわたり説明を行っている。以下では、地方自治体格付けの基本的な考え方の残されたポイ
ントである地方公営企業および第3セクターを概観し地方自治体格付けの基本的な考え方についてのシリー
ズのまとめとしたい。

1.公営企業と地方財政
　地方公共団体は、教育、社会福祉、土木、消防など一般行政サービスの提供を行う一方で、水の供給、公
共輸送、医療、下水処理など地域の生活に不可欠の公共サービスを提供する事業を行っている。これら事業
のために地方公共団体が経営する企業を地方公営企業と呼ぶ。地方公営企業の数は、1998年（平成10年）3
月末現在11,346事業にのぼり、都道府県および市町村を合計した3,279の地方公共団体のうち99.7%が何らか
の地方公営企業を経営している。これを事業種別にみると、下水道事業が4,173事業（36.8%）、水道事業3,
678事業（32.4%）、観光施設事業799事業（7.0%）、病院事業747事業（6.6%）となっている。一般に規模の
小さな市町村などでは上水道など1 2種に限られるが、都道府県・大都市では多様な事業が行われている。
　地方公営企業全体の決算規模は、97年（平成9年）度決算において22兆2,300億円で、これは普通会計歳出
決算額97兆6,738億円の23%に相当し、地方自治体の財政を検討する上で無視できない規模になっている。こ
れを事業別にみると、下水道事業が7兆5,909億円で全体の34.1%を占め、以下水道事業5兆2,593億円（23.7%）、
病院事業4兆6,617億円（21.0%）、宅地造成事業1兆8,034億円（8.1%）、交通事業1兆5,546億円（7.0%）の順
となっており、住民生活のライフラインである上下水、病院が大きなウエートを占めている。
地方公営企業は地方公共団体と異なり企業という独立した経営体として運営されている。経営に要する費用
は、負担区分に基づき一般会計等が負担するものを除き料金収入により賄われており、個別採算主義、独立
採算原則に基づき永続的な経営が行なわれることが想定されている。こうした地方公営企業の経営に必要な
一定の要件を満たす設備投資等の資本的支出を賄うために、企業債の発行が認められている。企業債は、他
の地方債と同様に起債についての議会審議および自治大臣の許可を要することとなっている。平成9年度末現
在の企業債残高は52兆1,006億円と地方債現在高111兆4,964億円の46%にのぼる。分野別の企業債残高は、下
水道事業26兆5,874億円が全体の51%を占め、以下水道事業11兆7,363億円（22.5%）、交通事業4兆3,181億円
（8.3%）、宅地造成事業3兆4,124億円（6.6%）、病院事業3兆634億円（5.9%）の5事業が全体の94.3%を占め
ている。企業債のうち一部は普通会計により負担されており、平成9年度末の企業債残高のうち22兆9,629億
円が普通会計負担分となっている。

2.都道府県別にみた公営企業
都道府県が行う公営企業は多岐にわたる。公営企業は地方公営企業法の適用の有無により法適用の公営企業
と法非適用の公営企業に分かれる。法適用企業については、官庁会計と異なる発生主義による企業会計が用
いられ、損益計算、貸借対照表が作成される。都道府県が経営する地方公営企業の数は、418（平成10年3月
末現在）で、このうち237社が法適用企業である。これを事業別にみると病院が47事業で、以下工業用水（4
1）、宅地造成（35）、電気（33）、上水道（28）の順である。一方、181の法非適用企業のうち最も多いの
は、下水道で74事業、宅地造成（43）、港湾整備（36）が続いている。県レベルは市町村と比較し医療、地
域振興などより広域の公共サービスのウエートが高い。
　表1は、都道府県別に公営企業債の発行の許可額（平成9年度）をみたものだが、許可総額9,623億円のうち
地域開発が2,586億円で最大で、上水道（2,081億円）病院（1,718億円）がこれに続いている。上水道は市町
村がそのサービス提供の担い手になることが一般的であるが、幾つかの都県では事業主体として起債を行っ
ているため許可額も県によりばらつきがある。一方、病院や下水道などの事業ではほぼ全県で起債許可が与
えられている。交通および地域開発については都道府 県による差が大きいが、各団体の取組方針の差や経済
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発展の度合いのほか、政令指定都市など他団体との事業分担の違いなどが反映されたものと理解される。
　47都道府県の公営企業債の発行残高（法適用、非適用合計）をみると、平成9年度末で12兆603億円となっ
ている。これは企業債残高総額52兆1,005億円の4分の1弱で、市町村25兆4,068億円、政令指定都市12兆3,92
2億円に次ぐ規模である。企業債残高は大都市圏の都府県とそれ以外とで差が大きく、2,000億円を超えるの
は、東京（5兆3,448億円）大阪（7,189億円）千葉（5,215億円）埼玉（4,240億円）茨城（4,144億円）宮城
（3,342億円）愛知（3, 

表1　47都道府県公営企業債許可額および残高（平成9年度） （百万円）
((参考))

合計 上水道 工業用
水 交通 電気・

ガス
港湾整
備 病院 地域開

発 下水道 観光 企業債残高
（a）

普通会計債
残高（b）

(a) /
(b)

北海道 17,485 169 3,566 - 137 - 8,801 - 3,042 - 104,244 3,452,599 3.0%
青森 7,619 - 1,121 - 38 912 1,880 2,069 1,468 - 44,914 854,531 5.3%
岩手 25,320 - 389 - 122 2,274 16,799 2,188 1,333 - 167,616 997,058 16.8%
宮城 24,946 6,623 828 - - 5,687 634 8,573 2,538 - 334,244 1,092,558 30.6%
秋田 7,496 - 390 - 762 842 114 4,348 1,040 - 109,095 891,573 12.2%
山形 8,307 3,848 - - 103 428 1,982 853 1,030 - 116,716 818,143 14.3%
福島 11,176 - 777 - - 3,867 1,467 2,940 1,920 - 76,933 897,586 8.6%
茨城 86,177 5,396 2,966 - - 3,751 364 70,313 3,387 - 414,492 1,018,240 40.7%
栃木 7,006 229 - - - - 2,739 1,735 1,612 591 72,258 743,933 9.7%
群馬 21,564 7,075 1,421 - - - 985 10,200 1,868 - 151,481 692,452 21.9%
埼玉 29,961 12,065 146 2,652 - - 5,259 2,600 6,967 - 424,094 1,963,922 21.6%
千葉 53,462 18,821 2,517 1,449 - 648 13,417 2,891 5,314 8,265 521,542 1,608,793 32.4%
東京 188,723 53,947 - 73,748 - 1,200 13,112 38,826 5,698 - 5,344,896 6,655,140 80.3%
神奈川 27,897 18,421 - 450 1,830 - 3,458 - 3,471 - 271,803 2,037,239 13.3%
新潟 19,860 - 153 - 3,691 1,828 6,562 4,670 2,771 - 173,177 1,408,664 12.3%
富山 5,626 1,373 146 - - 718 423 645 1,852 373 110,387 771,846 14.3%
石川 4,878 969 - - - 1,080 1,628 - 985 - 101,127 698,778 14.5%
福井 2,401 932 208 - - 231 418 - 574 - 37,516 571,687 6.6%
山梨 4,994 - - - 1,090 - 1,403 - 2,401 - 40,255 601,233 6.7%
長野 8,670 2,675 - - 1,893 - 324 - 3,681 - 100,112 1,408,524 7.1%
岐阜 4,128 1,250 795 - - - 420 - 1,338 - 56,362 797,889 7.1%
静岡 14,945 1,387 1,239 - - 837 844 7,597 2,975 - 158,085 1,560,377 10.1%
愛知 30,121 7,156 5,320 2,406 - 430 145 7,600 7,064 - 325,474 2,591,602 12.6%
三重 18,312 8,930 1,819 - 233 - 4,067 - 3,239 - 165,229 731,712 22.6%
滋賀 8,492 878 366 - - - 277 - 3,987 2,900 80,776 655,783 12.3%
京都 9,382 3,428 - 400 128 510 366 400 4,121 - 84,981 888,910 9.6%
大阪 79,353 23,750 722 1,702 - 1,007 5,194 32,527 14,351 - 718,974 3,336,634 21.5%
兵庫 29,590 9,450 466 - 20 1,060 6,808 5,740 6,046 - 321,556 2,926,577 11.0%
奈良 12,900 4,965 - - - - 5,767 - 1,816 - 141,398 702,177 20.1%
和歌山 29,440 - 93 - 180 1,171 23,894 3,402 700 - 36,904 571,698 6.5%
鳥取 3,060 - 1,439 - 485 74 260 74 681 - 31,650 418,632 7.6%
島根 15,925 1,126 271 - - 360 12,468 1,226 474 - 58,141 638,887 9.1%
岡山 11,577 1,463 1,285 - 403 1,440 - 6,053 830 - 88,614 963,575 9.2%
広島 31,700 6,144 285 - - 3,922 389 18,441 2,468 - 275,840 1,123,292 24.6%
山口 5,908 - 3,280 - 81 1,762 278 - 289 - 114,126 747,420 15.3%
徳島 5,864 - 116 - - 5,092 608 - 4 - 40,258 624,738 6.4%
香川 9,727 202 - - - 350 716 5,028 1,386 - 58,127 521,216 11.2%
愛媛 2,511 - 1,002 - 539 - 697 250 - - 56,760 605,448 9.4%
高知 12,342 - 470 - - 2,660 5,510 3,399 227 - 46,378 664,687 7.0%
福岡 7,348 - 497 - - 2,170 1,840 901 1,839 - 56,824 1,616,638 3.5%
佐賀 417 - - - - - 369 - - - 4,909 459,109 1.1%
長崎 4,116 - - 527 - 1,166 474 1,297 565 - 44,682 864,427 5.2%
熊本 9,331 - 593 - 100 4,935 92 2,498 906 - 76,616 1,083,045 7.1%
大分 3,739 - 200 - 289 299 620 1,928 253 - 50,601 767,934 6.6%
宮崎 17,095 - - - 711 555 15,724 - - - 69,424 639,350 10.9%
鹿児島 5,294 - - - - 3,818 293 957 - - 52,316 1,098,175 4.8%
沖縄 16,201 5,474 65 - - 478 1,633 6,478 957 413 130,438 562,621 23.2%
合計 962,387 208,146 34,951 83,384 12,835 57,562 171,822 258,647 109,472 12,542 12,060,347 57,407,075 21.0%

　資料：地方公営企業年鑑、地方債統計年報
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表2　公募債発行16都道府県公営企業（法適用）業況 （百万円）

損　　益　　収　　支 資　　本　　収　支

経常収益

(a)

純損益 累積欠損金

(b)

(b)/

(a)

企業債償還

金(c)

(c)/(a) 資本収支 補填財源　

北海道 29,282 -2,659 48,371 1.65 2,203 0.08 -1,888 1,888

宮城 31,732 363 18,980 0.60 20,126 0.63   -6,559 6,559

茨城 51,471 -1,052 12,007 0.23 18,101 0.35   -9,392 9,392

埼玉 81,639 -258 2,993 0.04 20,760 0.25 -32,135 32,135

千葉 132,732 4,069 0 0.00 15,981 0.12 -46,186 46,186

東京 1,138,633 -13,868 1,036,885 0.91 368,912 0.32 -500,034 275,887

神奈川 119,360 -662 14,928 0.13 9,359 0.08 -23,355 23,355

新潟 92,497 -3,416 0 0.00 8,890 0.10 -11,796 11,796

長野 31,369 -10 13,667 0.44 3,393 0.11 -5,664 5,664

静岡 58,997 2,416 8,571 0.15 18,617 0.32 -14,990 14,990

愛知 98,661 -4,820 24,921 0.25 25,529 0.26 -40,439 40,439

京都 16,017 -633 10,517 0.66 1,416 0.09 -1,467 1,468

大阪 132,550 -9,957 87,515 0.66 27,847 0.21 -18,261 26,989

兵庫 87,576 -2,788 47,998 0.55 13,664 0.16 -16,269 16,269

広島 45,393 463 15,403 0.34 11,981 0.26 -9,907 9,909

福岡 15,299 93 11,754 0.77 765 0.05 3,451 374

合　　

計

2,163,208 -32,719 1,354,510 0.63 567,544 0.26 -734,891 523,300

土地開

発

151,574 -18,171 527,819 3.48 149,405 0.99 -133,633 107,093

交通 107,237 -28,570 501,751 4.68 50,330 0.47 -8,449 6,770

病院 612,252 -30,342 263,822 0.43 30,137 0.05 -31,140 28,686

水道 787,913 18,770 14,205 0.02 146,678 0.19 -213,203 211,800

　資料：市場公募地方債発行団体別財政状況

254億円）兵庫（3,215億円）広島（2,758億円）神奈川（2,718億円）の10都府県で東京が他に比較して残高

が突出している。なお、公営企業債は経営主体別の分類であり、事業の性質による区分とは異なるため許可

額ベースの金額とは必ずしも一致するものではない。

　次にこれら10都府県を含む、公募債を発行している16団体の地方公営企業（法適用）の業況を概観するこ

ととしたい。表2は、「市場公募地方債発行団体連絡協議会」が取りまとめた団体別財政状況資料（平成11

年10月）に掲載されたデータに基づき、企業会計の状況（平成11年度予算ベースの計数）をみたものである。

公募16団体の地方公営企業合計の経常収益は2兆1,63 2億円に対し純損益は327億円の赤字となっている。一
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般に水道・工業用水事業が黒字なのに対し病院、開発、交通事業の赤字が目立つ。累積欠損金の合計は1兆3,

545億円、このうち土地開発事業が5,278億円で交通（5,017億円）と病院（2,638億円）がこれに次いでいる。

最も欠損金の多い東京は高速鉄道事業（4,944億円）、土地開発事業（5,179億円）が大きく響いており、こ

れに次ぐ大阪では病院、臨海開発などが影響している。

　経常収益対比でみた累積欠損金の比率は東京（0.91）、大阪（0.66）のほか北海道（1.65）と福岡（0.77）

が高いがいずれも病院事業の悪化によるものである。資本収支面では、東京の負担が大きく5,000億円の赤字

を計上、企業債償還負担が大きいことと市場事業での資本支出負担が響いており、資本収支赤字に対する財

源補てん後で補てん不足が生じている。

　経常収支対比で企業債償還金負担の程度をみると、宮城（0.63）、茨城（0.35）が東京（0.32）を上回り、

愛知・広島（0.26）、埼玉（0.25）、大阪（0.21）がこれに続いている。ただ資本収支の赤字幅の絶対額が

財政による財源補てんで対応が可能な範囲に収っており、東京を除いていずれも補てん財源不足額は生じて

いない。事業分野別では、土地開発（0.99）、交通（0.47）の企業償還金負担が重くなっているが、水道（0.

19）については経常収益との比較では、比較的バランスが保たれているとみられる。

3.第3セクターの状況

　地方自治体は、様々な形で民間企業と共同で事業を行っている。都道府県が25%以上出資・出捐する商法・

民法法人および法定地方3公社（住宅供給公社、道路公社、土地開発公社）の合計は3,224社（平成8年1月1

日現在）にのぼる。これら第3セクター法人は地方自治体とは別個の事業主体ではあるが、経営悪化により少

なからず地方財政への負担を生じさせる場合もあり留意すべき存在である。

0　表3は、47都道府県が25%以上出資をしている地方公社とその業種分類および出資額を示したものである。

業種別にみると、農林・水産（453）が最も多く、以下社会福祉（345）教育・文化（271）商工（251）など

で、これら法人の大部分は公益性観点から民間団体への出資を行ったもので、行政補完的な存在として位置

付けられ、財政的な負担も一般的には過大ではない。一方、民活・リゾート法などの影響により地域振興の

ために行われた事業開発型の第3セクターは、事業規模や目的がそれまでと異なり、地方自治体の財政負担が

大きなものが多い。地域都市開発や観光・レジャーなどへ自治体の財政負担は出資金の範囲にとどまらず、

経営困難に陥ると株主・出資者責任として追加的資金負担が生じるケースも少なくないので注意が必要だ。

　自治省では「第3セクターに関する指針」（平成11年5月）を公表、第3セクターの経営
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悪化に対する基本的な対応の仕方について、A（経営努力を行いつつ事業継続）、B（事業内容の大幅見直し

等による抜本的な経営改善が必要）、C（深刻な経営難の状況にあり、経営の観点からは事業の存廃を含めた

検討が必要）の3段階による点検・評価基準を打ち出した。第3セクターについて解散・清算まで視野に置い

た指針を打ち出したことは、自治体の財政負担を限定的にとどめる観点からは有効である一方、従来自治体

の支援という暗黙の保証に頼ってきた他の出資者、金融機関などに与える影響は小さくないものと思われ、

自治体の対応にも十分な配慮が欠かせない。

　第3セクターの業況の開示は、近時改善が進みつつあるとはいえ、外部のチェックが働きにくく十分でない

面も依然多い。前述の公募債発行16団体の調査によれば、3公社および50%以上出資の株式会社86社のうち15

社に繰越欠損金があり、うち5社は債務超過の状況にある。地方自治体本体に追加的な財政支援を行う余力が

なくなっている現在、こうした企業の処理問題は大き な負担となっている。また個別に検討の必要はあるが、

表3　47都道府県別地方公社数および出資額（平成8年1月1日現在）表3　47都道府県別地方公社数および出資額（平成8年1月1日現在）表3　47都道府県別地方公社数および出資額（平成8年1月1日現在）表3　47都道府県別地方公社数および出資額（平成8年1月1日現在）
地方公社数 出資金 地方公社数 出資金

25%以上出資
地
域・
都市

住宅・都
市サービ
ス

観光・
レ
ジャー

農
林
水

商工 社
会・
福

生活衛
生

運
輸・
道路

教
育・
文化

公
害・
自然

情
報
処

国
際
交

百万円
うち3特別
法人

25%未満出
資 百万円

北海道 62 2 3 - 11 7 10 1 3 11 1 - 1 39,598 130 64 121,818
青森 38 2 2 - 12 2 4 2 6 4 - 1 1 22,950 10,118 20 24,620
岩手 50 3 1 1 13 8 9 2 4 3 - 1 1 30,760 53 20 15,128
宮城 56 7 2 - 15 10 2 3 3 8 1 - 1 45,998 18,779 22 25,829
秋田 55 1 2 4 10 3 14 3 6 2 - - 1 14,681 111 20 16,325
山形 49 4 1 1 14 4 8 2 5 5 2 - 1 39,689 1,303 31 12,372
福島 54 4 1 4 8 4 12 2 7 6 - - 1 21,733 651 22 14,422
茨城 40 6 1 2 9 5 2 1 5 6 1 - 1 27,606 8,975 18 10,476
栃木 35 3 1 1 4 5 5 2 1 7 - 1 1 18,058 6,937 9 8,152
群馬 51 4 1 4 14 4 9 1 1 6 1 - 1 15,186 60 11 5,173
埼玉 42 3 2 3 5 2 7 3 3 9 1 - 1 35,683 9,364 14 6,968
千葉 53 4 1 3 8 3 7 5 5 7 1 1 1 72,566 10,465 16 133,236
東京 63 6 5 2 2 2 12 4 10 3 - 3 1 173,834 10,672 24 74,731
神奈川 58 7 2 2 11 7 7 1 2 7 3 - 3 59,093 5,153 20 47,875
新潟 46 4 3 1 8 6 7 3 5 3 - 1 2 31,679 81 23 11,912
富山 55 3 1 4 7 8 8 1 4 8 2 - 1 20,052 4,768 35 23,961
石川 66 5 4 7 13 9 6 1 5 11 - - 1 22,246 7,200 31 16,105
福井 49 3 2 2 10 10 7 1 3 4 - - 1 19,690 2,118 16 18,249
山梨 43 3 1 1 9 6 7 2 1 9 1 - 2 10,000 1,269 12 1,640
長野 38 3 3 1 6 5 4 3 2 5 1 1 1 29,307 17,497 20 10,017
岐阜 53 5 2 1 9 6 7 3 3 9 - 1 1 12,304 2,765 13 4,680
静岡 36 2 1 - 8 5 6 1 4 5 - - 1 35,645 9,314 30 28,946
愛知 58 4 1 4 11 4 7 4 8 8 1 1 1 187,995 127,282 23 18,080
三重 46 3 1 1 12 4 6 3 2 8 - 1 1 19,350 3,083 32 20,338
滋賀 55 5 3 1 10 4 8 4 3 9 3 - 1 18,656 12,596 4 278
京都 40 5 2 - 6 5 6 1 3 11 - - - 13,174 3,890 20 13,231
大阪 75 11 4 2 8 8 11 3 6 11 3 - 2 118,895 40,585 36 116,101
兵庫 59 4 2 - 9 8 10 2 6 6 - - 2 78,138 22,761 24 17,158
奈良 26 1 2 1 7 2 7 2 1 1 - - 1 34,636 28,625 12 8,430
和歌山 34 5 2 1 4 4 5 - 2 7 - - 1 12,248 3,401 16 8,020
鳥取 43 4 2 - 11 4 6 2 1 5 - 1 2 10,663 14 13 4,722
島根 42 1 2 2 10 6 7 1 3 5 1 - 1 13,190 40 11 3,819
岡山 54 6 1 3 9 4 10 2 7 3 1 1 1 29,297 12,067 28 30,609
広島 50 5 2 2 11 4 9 2 4 5 - 2 1 36,390 7,033 13 6,079
山口 40 6 1 - 11 6 6 1 2 3 - - 1 48,196 6,676 18 8,836
徳島 39 3 1 2 7 4 5 3 4 6 - - 1 12,576 40 14 8,860
香川 48 6 1 1 8 6 10 2 3 8 - - 1 20,399 2,094 6 2,032
愛媛 35 2 1 - 7 6 3 1 2 5 - - 1 22,393 1,001 20 16,091
高知 53 3 1 2 11 6 9 4 4 5 - - 1 11,787 2,753 12 5,073
福岡 63 7 1 1 8 15 12 3 5 8 - - 1 155,805 103,066 28 30,046
佐賀 33 2 1 1 7 2 7 2 2 1 2 - 1 15,204 6,175 9 1,755
長崎 49 4 1 2 11 3 10 2 8 2 - - 1 30,257 8,939 29 8,629
熊本 46 3 2 2 12 5 5 2 2 4 1 - - 25,293 594 17 12,772
大分 46 3 1 1 14 6 7 2 2 3 - - 1 27,180 12,236 26 11,986
宮崎 43 1 1 2 15 6 7 1 1 3 - - 1 11,952 3,027 17 5,800
鹿児島 43 2 2 - 17 5 5 1 1 3 3 - 1 25,607 6,844 28 24,495
沖縄 40 2 1 2 11 3 7 - 3 3 1 - 2 20,864 1,291 25 31,053
合計 2,252 182 81 77 453 251 345 97 173 271 31 16 53 1,798,503 543,716 972 1,046,928
　資料：地方公社総覧
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開発事業や土地公社には不動産の含み損があるとみられ、評価損を含めればさらに多くの第3セクター企業が

事実上の破綻状況にあると推測される。

4.格付けのポイント

　地方公営企業や第3セクターの経営は基本的には各々の経営体自体の問題として自己完結するものと考え

られるが、地方自治体格付けにおいて考慮すべきポイントとしては以下のような点があげられる。

①企業会計に対しては一般会計からの補助、出資などの資金支援が行われ、また第3セクターについても追加

的財政負担が生じるケースが少なからず存在しており、これらの地方財政における負担の程度が適切な範囲

であるのか

②繰越欠損、債務超過/資産時価評価などが潜在的に財政負担に与える影響とその規模

③経営が事業本来の目的の公益性に照らして適切に行われており、経営結果についての開示が適時、適切に

行われていること

　公営企業および第3セクターの経営状況の評価は、地方自治体格付けの3つのポイントである①地域経済の

ファンダメンタルズ②地方自治体の財政力③地方自治体と中央政府の制度的な関係のうち、②の財政力への

負担の問題を検討する際に欠かせない。JCRでは実際の格付作業の中では上記観点からの公営企業、第3セク

ター企業の個別具体的な分析を踏まえて地方自治体格付けを行っていく。


